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総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する懇談会 

平成２１年度検討成果とりまとめ 

 

 

はじめに 

国土交通省直轄事業における公共事業の品質のさらなる確保・向上を図るた

め、総合評価方式の活用・改善や多様な入札・契約制度の導入等、入札・契約

に関する諸課題への対応方針について有識者から意見を聴取することを目的と

して、平成 21 年 11 月 9 日に「総合評価方式の活用・改善等による品質確保に

関する懇談会」（座長：小澤一雅東京大学大学院工学研究科教授）を設置し、平

成 21 年度には 2回開催したところである。 

主な内容としては、平成 20 年度における総合評価方式の実施状況を報告する

とともに、平成 20 年度にとりまとめた改善策等の実施結果について、分析・評

価を行った。また、設計・施工一括方式等について活用を図るとともに、受発

注者間のリスク分担に対するフォローアップを実施した。また、入札契約手続

きや審査・評価方法の透明性を確保する観点から、工事の総合評価落札方式等

の改善に関する取り組み方針について検討を行った。 

本報告書は、平成 21 年度の同懇談会における検討成果をとりまとめたもので

ある。 
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１．直轄工事における総合評価方式の実施状況（平成２０年度年次報告） 

（P1～P33） 

 

 総合評価方式の普及・拡大、ダンピング防止策、入札契約制度に関する諸課

題への確実な対応に資するため、平成 20 年度に同方式により調達された国土交

通省直轄工事を対象に、落札者の状況、技術評価の実施状況、実績重視型の導

入効果等について分析し、年次報告としてとりまとめた。 

 分析の結果、価格競争と技術競争のバランス（最高得点者が落札した割合に

ついて平成 18 年度に対し平成 20 年度は増加したこと）、施工体制確認型の導入

による品質確保効果（簡易型、標準型とも、施工体制確認型は施工体制確認型

以外に比べ、落札者の応札率（平均）が高く、応札率 75%を下回る応札はほとん

ど見受けられないこと。平成 18 年度の施工体制確認型実施以前の落札率 70%未

満の工事に比べ、平成 19 年度の施工体制確認型の落札率 70%～80%の工事成績評

定点が 2.6 点高いこと）等が明らかとなった。 

 平成 22 年度は平成 21 年度の工事を対象に実施状況を分析する予定である。  
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注１）８地方整備局を対象。

注２）主要4工種（一般土木、AS舗装、PC、鋼橋上部工）に該当する工事を対象。

注３）予定価格内１者の工事を除く。

図－１ 落札者の内訳（上段：簡易型、下段：標準型） 
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図－２ 応札率の分布（左：簡易型、右：標準型） 

図－３ 落札率別の工事成績評定点（左：簡易型、右：標準型） 
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 実績重視型を導入した工事における公示日から入札日までの平均所要日数は、

実績重視型を導入していない工事に比べ、半数の地方整備局で 2 週間以上短縮

し、3週間程度となっていた。また、工事成績評定点の平均点を比較すると「実

績重視型」、「実績重視型以外」とも７５点程度であり、実績重視型の導入効果

が明らかとなった。 
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図－５ 技術評価点及び工事成績評定点の分布（実績重視型とそれ以外・平成２０年度）
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２．総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する検討について  

（P35～P45、P55～P63） 

 

 平成 21 年度は、平成 20 年度とりまとめにおける、「工事関連データの提供」、

「情報交換の場の設置」等の改善方策についてフォローアップを行った。 

 上記改善方策の試行（工事関連データの提供：２０件、情報交換の場の設置：

２２件）について、工事受注者等から「技術提案作成のための情報収集のため

の時間・事務負担の軽減が図られる」、「受発注者間の情報共有が図られ、工事

内容や発注者の意図等に関する理解が深まっている」等、改善方策を評価する

意見がなされており、改善方策の目的が達成できていると考えられる。 

 今後、平成21年度の取組結果を踏まえ、マニュアルの作成等を行うとともに、

引き続きフォローアップを継続して実施していく。 

 

受注者 発注者

業務の効率化
事務負担の軽減

○資料の貸与により、閲覧の場合と比較して、
資料把握の効率が良くなった。
○施工の要点やリスク等を踏まえた計画をす
る上で詳細な把握が可能となり、憶測等の不
確定要素が減ることにより業務の効率化と
なった。
○技術提案作成時間の短縮に大きく寄与する。

○従来は閲覧対応をしていたため、日程調整
や会議室の確保等に時間・手間を取られてい
たが、閲覧対応が不要となり事務量が軽減さ
れた。
○情報提供の充実により、参加に関する問い
合わせが減り、事務量が軽減された。
○競争参加者が工事関係資料を入手するた
めには、各企業は発注予定情報から予定工
事を把握し、関連業務成果の開示請求をして
いた。そのため、事務手続きが煩雑となってい
たが、情報開示請求対応が不要となり、事務
量が軽減された。

技術提案等の
品質向上

○特記仕様書等ではわからない詳細な情報
が得られるため、綿密な施工計画等がたてら
れる。
○事前に工事関連データから予備知識を得た
上で現地踏査を実施することにより、問題点
の把握・着目点の選定が容易になる。
○工事関連データの提供で、技術提案の品質
向上につながる。

○事前に成果を貸与することで、技術提案の
促進が図られる。

受注者 発注者

工事内容の
理解度向上

○入札説明書、図面等では判断しづらいとこ
ろも明確となった。
○工事内容の理解を深めることができ、技術
提案課題の背景も理解できた。
○文書のみの回答より、その工事に対する発
注者の意図が把握できて良い。受注意欲が
高まった。

○技術提案課題の背景、評価の視点などを
臨場の質疑応答を通じて補足説明することに
より、受注者側に発注者が求めている部分を
より正確に伝えることができた。

業務の効率化
事務負担の軽減

○電子入札システムでの質問は回答までに
時間がかかるが、説明会はその場で回答が
あり迅速で無駄が無い。

○書面（電子入札システム）での質問が減少
し、作業手間が縮減できた。

技術提案等の
品質向上

○資料作成における考え方が明確になり、提
出資料のバラツキが少なくなった。

○疑問点について直接回答出来るため、思い
違いによる積算ミスが減少する。

表－１ 工事関連データの提供に関する発注者・受注者意見 

表－２ 情報交換の場の設置に関する発注者・受注者意見 
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３．施工段階から維持管理段階を通じた品質確保・向上に向けた課題について  

（P47～P53） 

 

平成 21 年度は、施工段階と維持・管理段階を通じた調達における課題（「設

計・施工・管理の連続性に関する課題」「管理段階に入札参加する業者の減少」

「単年度契約による課題」）への改善方策を検討した。 

特に設備関係での維持管理において問題意識を持っているため、設備関係を

対象に検討を行うこととなった。 

その結果、土木構造物や設備の施工と点検を一体とする維持管理付き工事発

注方式の枠組みを提示した。  
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修
繕
に
係
る
設
計

修
繕
工
事

定期点検

日常管理

維持工事

清 掃

巡 回

部品の交換

点検結果の判断

※設備（機械設備、電気

通信設備）の場合、増
設、改造、更新も行わ
れる。

維持管理付工事発注方式の範囲

図－６ 施工段階と維持管理段階の調達の枠組み 
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４．設計・施工一括発注方式における、受発注者間のリスク分担についてのフ

ォローアップ調査 

（P65～P77） 

 

 平成 21 年度は、「設計・施工一括及び詳細設計付き工事発注方式実施マニュ

アル」（平成 21 年 3 月策定）を踏まえ実施された設計・施工一括発注方式の工

事における受発注者間のリスク分担について、フォローアップを行った。 

 フォローアップの結果、当該実施マニュアルに対して「リスク分担の共通認

識を得られるようにすることが必要」、「高度技術提案型の総合評価の実施方法

について、事例を入れる等の充実を図ることが必要」等の意見があることがわ

かった。 

 今後、マニュアルの周知に努めるとともに、平成 22 年度以降も引き続きフォ

ローアップ調査し、検討の上、企業の知的財産に配慮しつつ実施事例を盛り込

む等、必要に応じマニュアルの充実を図るものとする。 

表－３ 実施マニュアルに対する主な意見 

項目 発注者 受注者

実施手順に
ついて

参加企業から技術提案書の作成費・期間
がかかりすぎるとの意見が多い。提案は概
要とし期間短縮ができないか。

入札手続期間が短く、発注公告や技術対
話等の各段階でこれまで以上に、リスクの
整理や吟味をする時間はない。

マニュアルでは、リスク分担は入札公告後に入
札説明書、特記仕様書で示されるが、リスク分
担の共通認識を得るため資料作成説明会を開
催してほしい。

リ
ス
ク
分
担

リスク分
担の設定
について

予め全てのリスクを拾い切れるのであれば
問題ないが、受注者が負担するリスクのみ
を限定列挙し、それ以外は発注者リスクと
する方式では、想定外のリスクについて必
要以上に発注者がリスクを負う可能性があ
る。

マニュアルで示された特記仕様書の記載
例のように、受注者リスクのみを文書表現
で限定列挙する方法はわかりにくいため、
分担表にした方がよい。

リスク分担の設定にあたっては、公告前に
学識者等に確認していただく必要があるの
ではないか。

受注後に入札時点の条件が変わった場合、当
初想定できなかった場合については協議・変更
の対象とすると明記してほしい。

マニュアルのとおり、入札前の現有情報の整理
、技術提案作成条件と現有情報の対比、リスク
の抽出、リスク分担の作成という手順に則って、
リスク分担をしてもらえれば問題ない。

技術対話
での確認
について

マニュアルでは、技術対話後にリスク分担
の見直しを可能としているが、この段階で
のリスク分担の変更はリスクを考えて競争
参加を回避した企業に不公平になる。リス
ク分担の変更は不可能ではないか。

技術提案には時間が必要であり、対話時点で
の基本条件確認では間に合わない。

マニュアルでは技術対話だけを前提としている
が、対話時に乙側の提案に対する分担チェック
リストを甲が提示できないか。

設計承諾
時の再確
認につい
て

マニュアルでは詳細設計承諾時にリスク分
担を再確認することとなっているが、詳細
設計とリスクは密接不可分であり、詳細設
計承諾時ではなく、詳細設計のための設計
条件確認時において再確認する必要があ
るのではないか。

マニュアルでは設計承諾時のリスク分担の再
確認において甲乙協議が発生した場合に第三
者に意見聴取を行うとしているが、その第三者
の定義や招集費用の分担、調停組織の利用の
有無を具体的に示してほしい。

その他

高度技術提案型の総合評価では、最高技
術評価点者の提案で予定価格を作成する
ことを基本としているが、これだと国債枠を
超える可能性があり、その場合には入札手
続きの中止が発生しうる。

高度技術提案型の総合評価の実施方法
について、事例を入れる等の充実をはかっ
てほしい。
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５．工事・総合評価落札方式等の改善に関する取り組み方針  

（P79～P90） 

 

平成 21 年度は、「入札契約手続きの透明性・客観性の確保」、「審査・評価方

法の透明性・客観性の確保」、「事務の簡素化」等を基本的な方針として、総合

評価方式の改善に向けた取り組みについて提案した。 

（１）技術提案の評価結果について、具体的な評価内容を提案企業に対して

通知するとともに、上記通知に対して問い合わせ窓口を各地方整備局に

設置することを提案し、今後実施状況のフォローアップを行う。 

（２）工事難易度の低い工事の入札参加資格要件について、過去の実績の工

事量による設定を行わず、（総合評価落札方式の技術評価における）施工

能力の評価として行うことを提案し、今後実施状況のフォローアップを

行う。 

（３）その他、技術評価点の配点方針、技術提案の評価方法、施工能力の評

価方法、地域精通度・地域貢献度の評価方法については、改善に向けた

標準案を提案した。今後、各地方整備局の現状等を踏まえ、運用ガイド

ライン等の作成を行う。  

 上記の取り組みについては、各地方整備局の事情、現場の状況を踏まえ、実

施していくこととなった。 

 

 

業者名 入札価格 評価点 評価値 備考

評価点の内訳

標準点

評価点 施工体制評価点

合計

施工計画（周

辺環境に配慮
した具体的な
施工計画につ

いて

企業の

施工能力

企業の

信頼性・
社会性

小計
品質確保

の実効性

施工体制

確保の
確実性

小計

A社 ¥340,000,000 155 45.588 100 15 8 2 25 15 15 30 155

B社 ¥336,000,000 172 51.190 100 30 10 2 42 15 15 30 172 

C社 ¥332,000,000 158 47.590 100 15 11 2 28 15 15 30 158 

D社 ¥333,000,000 174 52.252 落札 100 30 14 0 44 15 15 30 174 

・・・・

技術提案 評価の内容

・工事搬入路の県道は生活道路として歩行者等の利用が多いため、周辺地区に対し、リーフレットを作成して工事説明を行う －

・工事区域は水田や河川、用水路に隣接している事から地盤改良区域周辺に土堰堤を設置する ○

・本工事の地盤改良工では、プラント設備の洗浄等による余水の集水との再利用を行う －

・ミキサーへのセメント投入による粉塵の飛散防止のため、プラント設備をシートにて仮囲いする ○

・地盤改良においてはセメント搬入車の出入りに際して、工事区域出入口に高圧洗浄機を設置し、タイヤ洗浄を行う ○

【具体的な評価内容の通知例】

＜入札結果の公表例＞ 公表済み

新規
【凡例】○：加点対象として評価する

－：加点対象として評価しない

図－７ 技術提案の評価結果の通知における具体的な評価内容の通知例 
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地方整備局

技
術
提
案
の
評
価
内
容
（
通
知
）に
関
す
る

問
い
合
わ
せ
窓
口
（新
設
）

発
注
担
当
部
局

提案者

提案者

提案者

提案者

①評価内容等に
関する問い合わせ

②問い合わせ
内容を通知

③問い合わせに
対する説明

④説明

①

④

①

④

①

④

苦情申立ての受付窓口
⑤説明に不服が

ある場合

図－８ 問い合わせ窓口の設置イメージ 

＜入札参加要件の記載項目＞（一般的なもの：WTO対象工事を除く）

（１）予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定（一般競争に参加させないことができる者）に該当し
ない者

（２）当該地方整備局の競争参加資格登録を行っている者
（会社更正法の更正手続開始の申し立てがなされている者等でないこと）

（３）地域要件

（４）施工実績

例１）（ア）道路橋又は鉄道橋であること。

（イ）最大支間長が２５ｍ以上であること。

例２）（ア）２車線以上の道路におけるアスファルト舗装工事で、舗装の表層面積が10,000m2以上の工
事であること

例３）（ア）河川堤防の築堤工事において築堤盛土量が４，０００m3以上であること｡

（５）監理技術者を当該工事に専任で配置できること

（６）以下、略 ・・・

図－９ 入札参加資格要件における実績要件の見直しのイメージ 
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技術評価点の標準配点案

簡易な施工
計画※（5～）10

施工能力等
（15～）20（～25）

地域※

（5～）10
簡易型

技術提案
20（～30）

施工能力等
20（～25）

地域
（5～）10

技術提案
50

標準Ⅱ型

標準Ⅰ型

高度技術
提案型

合計 ３０～４０点

合計 ５０～６０点

合計 ６０～７０点

合計 ５０点

技術提案その１
（20～）30

技術提案その２
20（～30）

施工能力等
20

※「地域精通度・貢献度等」の評価は「施工能力等」の中で必要に応じて設定する

＜配点割合の標準案＞

・技術評価点の加算点の内訳は、技術評価の主要項目である①技術提案、②施工能力等、③地域精通
度・貢献度等をバランスよく評価する。

・上記のうち 、①技術提案の配点割合は、求める技術提案の重要性に応じて重く設定するともに、続いて
②施工能力等を優位に評価する。

※ 「簡易な施工計画」の審査の結果、欠格か否かのみ評価する方式は用いない。
※「地域」は、地域精通度・貢献度等を表す。

（基本的な配点案）

※施工体制確認型でない場合は、
３０点までとする。

※施工体制確認型の場合は、
７０点までとする。

※施工体制確認型でない場合は、
５０点までとする。

※施工体制確認型でない場合は、
５０点までとする。

図－１０ 技術評価点の配点方針（配点割合の標準案） 

1テーマ
6

1～2テーマ
1

設定してい

ない

3

5提案
2

制限無し
5

設定してい

ない

3
A4・1枚

5

A4・3枚

1

制限無し

1

設定してい

ない

3

①指定テーマ数

・技術力の競争が十分図られるとともに、受発注者双方の事務の効
率化を図る観点から、右表を標準案とする。

②指定テーマ毎の提案数

・各テーマ毎に最大５つを基本とし、重要なものの順に提案させる。

・提案数を超えた提案内容については評価せず、提案数までの提案
内容にて評価する。

・記述量は、１指定テーマにつきＡ４・１～２枚程度を原則と する。

＜標準案＞

タイプ 指定テーマ数 内容

簡易型 １ 簡易な施工計画

標準Ⅱ型 １（～２） 技術提案

標準Ⅰ型 ２（～３） 技術提案

※標準Ⅱ型は１、標準Ⅰ型は２を基本とするが、指定テーマの重
要性を勘案し、技術提案の配点の範囲内で指定テーマ数を標
準Ⅱ型は２、標準Ⅰ型は３とすることも可能である。

表 タ イプ別指定テーマ数

1テーマ

51～2テーマ

3

2テーマ

1

4テーマ

1

1テーマ以

上

1

1～2テーマ

1

2テーマ

5

2～3テーマ

1

5テーマ
1

3～8

テーマ

1

5提案

5

5～10提案
1

制限無し
4

4～6提案
1

5提案

35～10提案
3

1～10提案

1

10提案
1

制限無

し

1

A4・1枚
5

A4・2枚
1

A4・3枚
2

600字
1

制限無

し

1

A4・1枚
2

A4・1～2

枚

1
A4・2～3

枚

1A4・3枚
2

工事毎に設

定

1

制限無し

3

＜標準Ⅱ型＞ ＜簡易型＞

＜標準Ⅰ型＞

【指定テーマ数】 【提案数】 【記述量】

＜標準Ⅰ型＞ ＜標準Ⅰ型＞

＜標準Ⅱ型＞ ＜簡易型＞ ＜標準Ⅱ型＞ ＜簡易型＞

※地方整備局毎に主に用いている指定テーマ数、提案数、記述量を調査

図－１１ 技術提案の評価方法（標準案） 
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＜施工能力の評価項目の設定状況＞

企業 技術者

その他
成績 表彰

同種工事の
施工実績

成績 表彰
同種工事の
施工実績

必須項目
10

(100%)
10

(100%)
3

(30%)
5

(50%)
9

(90%)
4

(40%)

・技術者資格
・技術者CPD取得
・継続教育（ＣＰＤ）の取組み
・ＩＳＯ取組み
・事故及び不誠実な行為
・当該工種の手持ち工事量の状況
・新技術に対する取り組み
・競売妨害・建業法違反等による減点

・ＢＣＰ 等

選択項目 0 0
1

(10%)
0 0

3
(30%)

評価しない 0 0
6

(60%)
5

(50%)
1

(10%)
3

(30%)

・施工能力の評価項目は、提案企業の工事成績及び表彰を必須とし、必要に応じて、企業における工事
実績（規模等による技術力による評価）等の施工能力を判断できる項目を適宜設定する。

・技術者（監理予定技術者、担当技術者等）における評価項目を設定する場合には、当該技術者の工事
成績及び表彰を必須とし、必要に応じて、当該技 術者の施工能力を判断できる項目を適宜設定する。

＜標準案＞

※各地方整備局において主に評価している項目を調査

図－１２ 施工能力の評価方法（標準案） 

地域精通度について 地域貢献度について

近隣地域での
施工実績

本支店の
所在

災害に関する事項
（災害に関するボランティアを含む） ボランティアに

関する事項
その他

実績 協定 表彰

必須項目
6

(60%)
5

(50%)
6

(60%)
3

(30%)
4

(40%)
5

(50%)
5

(50%)

・建設業退職金共済制度に加入状況
・維持工事や除雪工事の施工実績
・地域防災への協力体制
・障害者・高齢者の雇用状況
・地産品の使用状況

・障害者・高齢者の雇用状況
・水防団員（消防団員）の雇用状況
・不発弾処理対策の実績 等

選択項目
2

(20%)
5

(50%)
3

(30%)
3

(30%)
3

(30%)
2

(20%)
2

(20%)

評価しない
2

(20%)
0

1
(10%)

4
(40%)

3
(30%)

3
(30%)

3
(30%)

＜地域精通度・地域貢献度の評価項目の設定状況＞

・地域精通度・貢献度等の評価項目は、災害活動の実態（活動実績及び災害協定締結に関する評価）を必
須とし、必要に応じて、近隣地域での施工実績等の工事の品質に関係のある項目について適宜設定する。

・当該工事と直接関係はなくとも、社会資本整備に関係のある評価項目の設定も可能とするが、当該設定項
目に該当する評価は、工事の品質と直接関係のある項目の方を優位に評価する。

＜標準案＞

※各地方整備局において主に評価している項目を調査

図－１３ 地域精通度、地域貢献度の評価方法（標準案） 
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